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要旨：企業会計は一定の期間ごとに決算を行い、次の会計期間へと進んでいく。これは一つの会
計期間が終了すると、次の会計期間が産出される過程とみなすことができる。本ノートでは、こ
の産出過程をスーパージーンの観点から考察する。
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１．はじめに
　企業会計の土台をなす会計公準の中には「継続性の公準」が設定されている。この公準は「企
業の永続性」を示しており、それゆえ企業会計は期間を区切って（会計期間）決算を行い、次の
会計期間へと移っていく。これは、会計期間が会計期間を産出するとみなすことができる。この
ような見方は、生物が遺伝により子孫を残していくのと同様であるとして、今までオートポイ
エーシス１やエピジェネティクス２など生物を研究する手法を取り入れ、会計を解析してきた。
本ノートではスーパージーンという考え方を用いて会計を解析する。
２．スーパージーン３
　スーパージーン（超遺伝子）とは「一つの遺伝単位として働く遺伝子の集合体で、これらの遺
伝子がまとまって次の世代に遺伝する。」として説明される遺伝子群である。シロオビアゲハの
擬態に関連している。
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　この超遺伝子で重要なことは一つの遺伝子でなく、いくつかの遺伝子がまとまって擬態に関連
しているという点である。
３．企業会計原則４
　「企業会計原則」は、昭和24年（1949年）に、企業会計制度対策調査会によって設定された。
その目的は我が国の企業会計制度の改善・統一を図ることによって、企業の健全な発展・社会全
体に利益の増進に寄与することことである。「企業会計原則」は企業会計の行為基準を示すもの
であり、企業が遵守すべき規範である。「企業会計原則」は一般原則・損益計算書原則・貸借対
照表原則で構成されているが、本ノートでは一般原則を考察の対象とする。
　一般原則は企業会計に対する一般的な指針を与えるものであり、以下の７つの原則から成り
立っている。
　　　　①真実性の原則
　　　　②正規の簿記の原則
　　　　③資本と利益の区分の原則
　　　　④明瞭性の原則
　　　　⑤継続性の原則
　　　　⑥保守主義の原則
　　　　⑦単一性の原則
　以下では各原則について解説する。
①真実性の原則
　「真実性の原則」は「企業会計原則」では「企業会計は、企業の財政状態及び経営成績に関し
て、真実な報告を提供するものでなければならない。」と述べられている。この原則は、企業会
計上、もっとも根本的な原則であって、すべての会計記録・測定・報告に「真実性」を要求して
いる。また、この原則における「真実」とは「絶対的真実」ではなく「相対的真実」である。
②正規の簿記の原則
　「正規の簿記の原則」は「企業会計原則」では「企業会計は、すべての取引につき、正規の簿
記の原則に従って、正確な会計帳簿を作成しなければならない。」と述べられている。この原則
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における「正規の簿記」とは必ずしも複式簿記のみをさしているわけではないが、企業会計を組
織的・体系的に正確に記録するためには、複式簿記による帳簿記録が必要である。
③資本と利益の区分の原則
　「資本と利益の区分の原則」は「企業会計原則」では「資本取引と損益取引とを明瞭に区別し、
特に資本剰余金と利益剰余金とを混同してはならない。」と述べられている。この原則は、企業
活動のための元本（出資）とそれから生じる利益とを明瞭に区別することを要求している。
④明瞭性の原則
　「明瞭性の原則」は「企業会計原則」では「企業会計は、財務諸表によって利害関係者に対し
必要な会計事実を明瞭に表示し、企業の状況に関する判断を誤らせないようにしなければならな
い。」と述べられている。この原則に基づいて貸借対照表・損益計算書の様式、科目、配列の順
序などに関する表示基準または法的規制が設定され、さらに、各種の注記表や付属明細書の作成
などに関する諸規定が設定されている。
⑤継続性の原則
　「継続性の原則」は「企業会計原則」では「企業会計は、その処理の原則及び手続を毎期継続
して適用し、みだりにこれを変更してはならない。」と述べられている。この原則は、一度採用
した原則や手続は、毎期、できるだけ継続して適用すべきことを要求している。自由に変更でき
るとすると、企業の財政状態及び経営成績の期間比較ができなくなり、また、恣意的な利益操作
の余地が生じるからである。
⑥保守主義の原則
　「保守主義の原則」は「企業会計原則」では「企業の財政に不利な影響を及ぼす可能性がある
場合には、これに備えて適当に健全な会計処理をしなければならない。」と述べられている。こ
の原則は、収益の見積計上を排し、費用の見積計上を可とする原則である。この原則の適用例と
しては、資産の評価益を計上することを禁止する現実主義の採用、棚卸資産などについての低価
主義の適用などがある。
⑦単一性の原則
　「単一性の原則」は「企業会計原則」では「主総会提出のため、信用目的のため、租税目的の
ため等種々の目的のために異なる形式の財務諸表を作成する必要がある場合、それらの内容は、
信頼しうる会計記録に基づいて作成されたものであって、政策の考慮のために事実の真実な表示
をゆがめてはならない。」と述べられている。この原則は、各種の財務報告目的に応じた財務諸
表は、その形式に相違があっても、その基礎になる会計記録は同一のものでなければならないこ
埼玉女子短期大学研究紀要　第44号　2021.9
－140－
と、及びその報告内容も政策的に歪曲してはならないことを要求している原則である。
４．企業会計原則とスーパージーン
　スーパージーンは複数の遺伝子がまとまって遺伝単位となって次世代に伝わっていく。同様に
「企業会計原則」の一般原則は企業会計に関する一般的な指針を与えるものであり、スーパー
ジーン同様７つの原則がまとまって次期以降の会計期間に伝わっていく。
　スーパージーンを構成する遺伝子は、ばらばらではなく、相互に関係して全体として一つの遺
伝単位となっていると考えられるが、一般原則の７つの原則の関係はどうなっているか以下で考
える。７つの原則は全体として企業会計に関する一般的な指針を与えるので、その意味では一つ
にまとまっているが、それ以上の関係がある。「真実性の原則」における真実は「相対的真実」
であるが、このことは真実性・正確性よりも公平性・適正性を意味していると考えられる。これ
を達成するために、②「正規の簿記の原則」、③「資本と利益の区分の原則」、④「明瞭性の原
則」、⑤「継続性の原則」、⑥「保守主義の原則」、⑦「単一性の原則」が存在する。すなわち、
①「真実性の原則」を達成するため、②～⑦の原則が存在しており、単に企業会計に関する一般
的な指針を与える原則が集まっているわけではない。このような関係を保って、あたかも一つの
遺伝単位として次期の会計期間に伝わっていくので、スーパージーンと同様であるとみなすこと
ができる。
５．おわりに
　本ノートでは、「企業会計原則」の一般原則がスーパージーンの構造と同様であるとみなすこ
とができることを指摘した。今後は、スーパージーンとみなしたとき、どのような特性があるか
を考察していきたい。
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